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　1.はじめに
　利潤最大化を目的とする数量競争のもとでの寡占においては，需要関数
の強い意味での凹性と利潤関数が凹であるための二階の条件が満たされる
とすると，企業の反応曲線は右下りになるということは良く知られてい
る1)。さらに公企業(public firm)と私企業(privatefirm)が共存する混合寡
占(mixed oligopoly)においても，通常公企業の最適生産量はライバル企業
の産出量の減少関数であると云える2)。
　ところでDelbone and Scarpa (1995)は混合寡占の場合，次の三つの条
件すなわち一つには①需要関数の強い意味の凹性，二つには②利潤関数が
凹であるための二階の条件，三つめは③公企業は社会的厚生を最大化する
が，その際自身(公企業)の利潤に対してよりも競争相手の私企業の利潤
により小さいウエイトをつける等が満足されると，公企業の反応曲線は産
出量レベルの空間において右上りとなりうるということを示した。この①，
②は通常仮定される条件であるが，③はDelbone and Scarpa (1995)に特
有の条件であるので, Delbone and Scarpa (1995)によりその理由をみるこ
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とにしよう。それには次の二つのものが考えられるとされる。一つは私企
業の利潤の一部は外国人の株主に配当される可能性があり，その場合はそ
れは国内の厚生関数の中に入ってこないことになる。二つめは政治的理由
から，公共局は私企業の利潤に小さなウエイトしかつけないことが考えら
れる。
　しかしDelbone and Scarpa（1995）は純粋な公企業（その株式の全部-
100％-を公的部門が所有している。）を想定している。これに対して最近
のわが国の銀行業界に対する公的資金の導入などにみられるように私企業
の部分的国有化または国有企業の部分的私有化による部分的公企業（ある
いは私企業）を分析対称とするのがより現実的であると考えられる。
　ゆえに本論文では部分的公企業（あるいは私企業）を前提として，混合寡
占における反応曲線について分析する。われわれの分析の結果, Delbone
and Scarpa (1995）の第三の条件，③がなくても部分的公企業（私企業）の
反応曲線が右上りとなる可能性があることが明らかとなる。
　2.モデルと分析
　企業１および企業２が完全代替可能な財を生産し，産出量レペルで競争
する複占市場を考察する。
　ここで企業１を公的部門と私的部門の双方によって共同に所有されてい
る部分的に国有化（あるいは私有化）された企業であるとし，企業２は純粋
な私企業であるとする。
　完全情報下の一回かぎりの非協力ゲームのナッシュ均衡を問題とする。
　（逆）市場需要関数をpiQ)とする。ここでρは市場価格であり，
　ｅ（総産出量）＝g1（企業１の産出量ト92（企業２の産出量）である。
　仮定１，∀μ＞Ｏおよびｅ≧ＯのもとでpiQ)は二回連続微分可能で
　あり，そしてが（Q）＜Oでありまたj2ρ/匈2＜O即ち需要関数は強
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　い意味で凹であることを仮定する。
　公的部門は企業１のＪＥ[0,1]株を所有する。また企業２はその利潤を
最大化すると仮定される。一方企業１は政府の利得とそれ自身の利潤の加
重平均を最大化すると想定される。
　社会的厚生Ｗは消費者余剰と両企業の利潤の合計である。これは次の
ように表わされる。
　　　　ｗ(91,92)＝｢
≒
(Z)dZ一戸{Q)Q＋7rl＋７7r2
　　　　　　　　　　　0
　ここで7rlは企業１の利潤であり, r(0≦７≦1)は公共当局がＷの最
大化をはかる際の企業２の利潤についてのウエイトである。７＝１のとき
はＷは産業における総剰余である。これは通常の場合，純粋な公企業の
目的関数であると想定される。本稿においては，われわれは７＜１であ
る場合を考察する。７＜１の理由は前節において述べられたところである。
　仮定2, r< 1.
　政府の利得びＧは次式で与えられる。
　　　　びＧ(91,92)＝Ｗ(g1, 92)十β(∩{Z)dZ一則2)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　ここでβは定数である。もしβがゼロであるならば，政府は社会的厚
生を最大化しようとする。もしもβが正であるならば，政府は利潤より
も消費者余剰を重んじることになる。
　仮定3，β≧0.
　仮定４，企業ｆの費用関数ら= Ci(q2リ＝1,2　∀9,＞Oは二回微分
　可能で，各企業の産出量の単調増加関数である。
　企業１の利得びlおよび企業２の利得防はそれぞれ次式で与えられる。
　田　　び1＝ａＵｃ(qu qi)十(1－ａ)nl(ｑx，ｑ1)，防＝n2(ｑｌ，ｑ1)。
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　ここでａ(∈[0,1])は企業１の利潤に対する政府の利得のウエイトであ
る。
　われわれは政府はその株式保有を通じてａを間接的にコントロールす
ることができると仮定する。もしも企業１が完全に私有化される(即ち
５＝O)ならば，ａはゼロとなる。もしも企業１が完全に国有化される(即
ちs = l)場合，ａは１となる。もしも政府によって所有される株式が増
加するならば，そうするとａは増加する。
　仮定4 , a(s)は連続，非逓減的であり，ａ(O)＝0，そしてa(l)= 1で
　ある。
　ここでモデルを素描すると次の如くである。ゲームは完全情報ゲームで
ある。ゲームの前にパよ外生的に与えられ，各企業によって知られるこ
とになる。かくてa(s)であるから，ａを知ることができる。
　各企業巾= 1,2)はライバル企業の生産量ｑ洵＝1,2,jが)が与えら
れると，　Qi　^こついて独立にU:{i=1,2)を最大化する。
　企業１の利得最大化問題を考察しよう。企業１は92が与えられるとびI
が最大になるように91を選択する。
　ところでびIは次式の如く与えられる。
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をうる。
(2)をさらに整理すると
となる。
　ヅ)の左辺を/71としよう。そうすると企業１の反応曲線の勾配は次の
ように与えられる。
次に企業１の利潤関数が凹であるための二階の条件を求めてみよう。
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（５）においてa= 1,β＝ＯとするとDelbone and Scarpa(1995)の式
をうることができる。そしてこの場合, Delbone and Scarpa (1995)は次の
ように議論を展開する。(6)の右辺の第一項は任意の７＞Ｏにあっては負
である。ところが一方第二項は需要関数の強い意昧での凹性によって，任
意の７＜１にあって正である。明らかに需要関数が与えられると，∂F1/
∂92は7'がゼロに近づけば近づくほどより正になりうるのである。かく
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て公企業の反応曲線はglとg2のすくなくともある価に関して右上りとな
るのであると。
　また（５）において７＝１とおくとMatsumura(1998)のケースとなる。こ
れは次式で示される。
　この場合は右辺の第二項においてglの係数1－ａ(1十β)が負となれば，
第二項全体が正となることは明らかである。 １－ａ－ａβ＜Ｏより１－ａβ
＜ａをうる。今あり得るケースとして１－ａβ＞Ｏとすると第一項は負と
なるが，ａ＞１－ａβならばａを一定とするとａが大きくなればなるほ
ど∂FI/丙2＞Oの可能性は高くなるといえる。
　最後に（５）式は前述の如くDelbone and Scarpa (1995)およびMatsumura
(1998)のケースを特殊な場合として含むより一般的な式であるが，この場
合も右辺の第二項glの係数1－ａ(1十β)が負であるならば，第二項全体
が正となることは明白である。可能性の多いケースとして1－ａ(1－７
十β)＞Ｏであると考えると第一項は負になるが, a > I ―aβ＞ａ(1－7-)
から，ａが大きくなればなるほどより高い確率で∂FI/丙2＞Oとなる
ということがいえる。
　3.む　す　び
　われわれは以上Delbone and Scarpa (1995)とMatsumura (1998)を特殊
ケースとして含むより一般的な式を用いて，混合寡占における部分的公企
業(あるいは私企業)の反応曲線の勾配を検討した。その結果部分的公企業
の利潤に対する政府の利得のウエイト：ａが大となればなるほど，その反
応曲線が右上りとなる可能性が高くなるという結論を導出した。
　またDelbone and Scarpa (1995)の公企業の反応曲線が右上りになるた
めの条件：ウエイト，７がゼロであっても反応曲線が右上りとなることが
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あることを立証した。
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